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1.は じ め に
フラ ンスでは一貫 した統一 的な視 点か ら地 方 自治体の情報開示制度 が整備 されたω。 それ は,
1990年 の年初 に予算 省 と内務 省の合同 による地方 自治体 の会計 に関 す る調 査委 員 会 の設 置 に始
まる。 そ して1992年 の2月6日 には委員会 の諮 問案 が国会 に上程 された。 その 目的 は次 の3つ
で あ った。第1に,地 方 自治体 の会 計基 準をで きる限 り,企 業の会計基準 であ る1982年 の改訂
プラ ン ・コ ンタブル と一貫性 のあ るものにす る。第2に 地方財政の制約 と行政 ニーズを考 慮に入
れ た効率 的な行政 サー ビスの向上 を 目指すたあ に予算手続 を改善す る。第3に 地方 自治体 の財政
の透 明性 を向上 させ財 政状 況を評 価す る方法を改善す ることであ った。
これを実際に実現す るため に定 め られた ものが,会 計 指令Ml4と1994年6月22日 の法律 で
ある。 すべての地 方 自治体 にスム ーズ に受 け入 れ られるよ うに,予 算省 と内務 省 は1993年 か ら
希望す る一部の 自治体 に実験的 な導入 を進 めた。最 初は人 口3,500人 未 満 の18の 市 ・町 ・村 が
候補 にあが った。1994年 か らは人 口3,500人 以上10,000人 未満の4つ の市 ・町 ・村 と人 口10,000
人以 上の16の 市 ・町 ・村 および2つ の地域(district)が 加 え られ た。1995年 か らは約500の
市 ・町 ・村で実験的 に導入 され,1996に はその数は5,000に 膨れ上が り,全 ての県 に対 して も実
験 的導入が図 られた。 そ して最後 に1997年 度か らすべ ての地方 自治体 に対 して正 式 に導 入 が行
なわれ たので ある。 日本 では2000年3月 に地方公共団体 の総合 的な財政分 析 に関 す る調 査 研究
会報告書が旧 自治省(現 総務省)か ら公開 され,地 方 自治体 の会計指針 と して の役割 を担 うこと
が期待 されて いる。 しか しフラ ンスの例か ら考 え ると10年 は遅 れてい るとい って も過 言 で はな
いo
M14に よるフラ ンスの地方 自治体会計の具体的な会計方針 につ い ては,別 の機 会 に詳 しく触
(1)M-TBidartetJ-CMoraud,M14」Lα πo副 召〃θco吻 ρ'αわ翻6dθsco暇 脱 πηθs5e6d歪'ぎoη,Berger-Levrault
(2001),pp.16-18.
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れた ことが ある(2)。その たあ本小稿 では次 の2点 について考察 を進 めてい きたい。 第1に,M14
によ る地方 自治体 の会計情報 の開示状 況であ る。 第2に,開 示 され た情報 によ りどの よ うな財務
分析 が 自治体 自身 また は住民 によ って可能 にな ってい るかであ る。 この ようなフラ ンスにおける
状況 の分析 を行 った後 に,日 本 の状況 を改善 する提言 を最 後に簡単 に行いたい。
II.フ ランスの地方自治体会計 における情報開示
L機 能別予算項目編成
Ml4は,プ ラ ン ・コ ンタブル の項 目分類 とコー ド(nomenclature)を もとに した従来の収入 ・
支出 による予算項 目編成(budgetparnature)に加え,機 能別項 目編成(budgetparfonction)
に よる予算 の議会採択 を10,000人 を超 え る地 方 自治体 を対 象に,可 能 に した(3)。そ こで使われ る
項 目分 類 とコー ド(NFA;NomenclatureFonctionnelledesAdministrations)は,国立 統計
研究所(INSEE)に よって 中央政府 と地方 自治体 の活動 を効率 的 に統 計化 す るた め に作 られ た











0.そ の他 の自治体 の一般 的サー ビス
収入 や支 出の会計的性格 による予算項 目編成 では,施 設 の実現 化に向 けてその種 のサ ー ビスの
支 出が過少 であ るか否か を判断す る,行 政 サー ビスの効率性 を判 断す ることが ほとん ど不可能 で
あ った。 また従 来の予算 項 目編成で は,自 治体 サー ビスの多様性 のために,行 政の側が資金の流
れ をグ ローバ ルな視 点か ら観察す ることが困難 にな っていた。 さらに政 治 ・経 済 ・統計的な面か
ら も,会 計 的性格 によ る収入 や支 出の項 目を再編成 して,プ ロジェク トごとやサー ビスの利用者
(2)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る 地 方 自 治 体 会 計 の 変 革 」 明 大 商 学 論 叢 第83巻 第1号(2001/1)
149-165頁 。






目指す行政評価の考え方の導入である。 このような予算項 目編成は人口が3,500人 未満の地方自
治体には義務はないが,そ れを超える地方自治体 については,従 来の予算項 目編成 と二本立てに
して示されなければならな くなった。ただ し議会における予算の採択は,従 来通 りの予算項 目編
成によって行なわれる。
機能別予算項 目編成の問題点は項 目分類の曖昧さにある。生活保護の経費や救急業務の支出が
「4.社会的福祉活動」ではなく 「3.健康」に分類 されたり,台 座の設置の経費や建物の修復費が
「5.住宅」ではなく 「6.都市開発」に分類されたり,公 共交通網が 「8.交通」 ではな く 「6.都
市開発」に分類 された りしているのが良い例である(5)。また 「0.その他の自治体の一般的サービ
ス」 に分類される収入支出の割合が予算全体の70%に 達 していることである(7)。人口3万5千 人
足 らずのエシロル市における1995年 度の予算においてもその傾向がはっきり現われている。運
営部門においては支出の45%と 収入の91%,投 資部門においては支出の60%と 収入の91%が や
はり 「0.その他の自治体の一般的サー ビス」に分類されている⑧。 このことは機能別予算項目が




地 方 自治体の長が議会 に提 出す る予算案(budgetprimitif)に は,付 属 明細 表 が添付 され る
ことが,1992年2月6日 の共和 国 の地 方 自治体 に関す る法律(laloiATR;Administration
TerritorialedelaRepublique)の第9条 と1993年3月27日 のデ クレで示 されてい る。 ただ し
人 口3,500人 未 満の地方 自治体 には,付 属明細表の作成 は義務付 け られて お らず任意 とな ってい
る。 スユルツ ェールによれ ば⑩,主 要 な部分 はす べて付属 明細表 に収 め られてい ると言 っても過
言でな いほど内容 は多彩で ある。 しか しその内容 は法 律が要求 する ものを忠実 に並べ ただ けで あ
り,な ん らか のテーマ別分類 をす る ことが望 まれ るとしている。付 属明細表 には次 のような もの
が含 まれ る。
(1)中 長期 の借入金 に関す る経費 の見 積 り
(2)中 長期 の貸 出金 の状況
(3>雇 用者








(5)貸 借対照 表項 目の会 計方 針
① 減価償却 が行 われてい る資産の リス トと減価償却方法
② 当期 に積 み立 て られた法定 引当金 と任意の リスク ・損失性引 当金 の状況
③ 収入 と支 出の期 間帰属処理 の状 況
④ 繰延資産 の概要
⑤ 現金資産 の状況
㈲ 地 方 自治体 の付属団体 に関す る情報
① 保 証債務
② 補 助金 を支払 って いる付属 団体 の リス ト
③ 地方 自治体の付属団体の貸借対照表
(7)特 別会計 の連結
(8)複 数 の地 方 自治体 が協 力 して経営す る団体 に関す る情報
(9)自 治体 の財務指標
(1)につ いては,地 方 自治体 は最 終的に償還 しな ければな らな い累積負債 を抱え,当 年度 の関連
経費 だ けで はその額が推測 できない。 そのため付属 明細 表 に投資部門の財源 と して借入れ た負債
に関 して,借 入機関や担保 の有無 な どを記 した借入 条件 に関す る台帳を掲載 しなければな らない。
そ こには借手 ・借入期 日 ・借入期 間 ・利 子率 ・償還率 ・利 息支払期 日な どが載せ られ る。 リース
や長期請 負工事契約 につ いて も同様 の ことが行われ る(")。② については,貸 出先の団体 ごとに利
息や償還条 件につ いて記載 され なけれ ばな らない。(3)に つ いては,地 方 自治体の雇用者名簿で は
な く雇 用人員 を指 し,そ の増 減や移動状況 も含 まれ る(12)。なお配置や職格 ごとの詳述 も要求され,
その予算額 また は予算予定額 も記載 されなければな らない㈹。 さらに嘱託 者については給与 な ど
の採用条件 につ いて も述べ られ なけれ ばな らない('4)。(4)につ いては,地 方 自治体 が所有 または 自
由に使用 でき,減 価償却 の対 象 とな って いる建物 ・備品の リス トおよび最近 における取得 と譲渡
の状況 を記 した ものであ る。 また人 口が3,500人 を超 える地方 自治体 に関 して は,減 価 償却 の対
象 とな って いない資産 について も記載 され なければ ならな い⑮。
(5)の ② の法 定 引当金 とは減債 引 当金(provisionpourdettefinanciersfaisantobjetd'un
diff6r6deremboursementducapital)・債務保証 引当金(provisionpourgarantied'emprunt
accord6)・ 損害賠償訴訟 引当金(provisionpourlitigesetcontentieux)・の3つ を指 す(】6)。減
債 引当金 はす べての地方 自治体 に義務づ け られ てい るが,あ との2つ の引当金 は人 口が3,500人








額 が償還期 間に均等に割分 った年 間要償遠類 を超 え,そ の金額が投資部 門の収入 に 占め る割合 が
5%以 上 の場合 にのみ計上が義務付 け られ る(17)。付属明細表 にはまず この引 当金 を計上 した公債
の決済条件 ・現況 ・償還予定,す なわち償還期 間に均等に割分 った年間要償還額,今 後5年 間の
償還額 および両者 の差異が記載 され る。 さらに計上 された引当金の状況 につ いて,積 立ての上 限
や積立 て方 法お よびそ の財源 について記載 され る〔'8)。なお引当金 は,現 在 年 間要 償 却額 の10%
まで毎年2.5%ず つ積増す ことができる(且9)。
㈲ の① に関 して は,公 法 の法人 と民 間団体 に分けて掲示 され なければな らない。 民間団体に対
す る自治 体 の保証 債 務 の限 度額 は,1988年1月5日 の法 律 で改訂 の1982年3月2日 の法 律
L2252-1に 関す るデ ク レに次の三つ のよ うに定 め られてい る(20)。第一 に 自治体 における運 営部 門
の収入総額 の50%を 超 えては な らない。第二 に一つ の民 間団体 に対す る年 間 の保証 額 は,そ の
保証可能額 の10%を 超 えては な らない。第三 に各 々の債務 につい て半 額 以上 の保 証 を してはな
らな いで ある。⑥ の② に関 しては,補 助金 または現物給付を問 わず付属 団体 に対 す るすべ ての援
助 について触れ なけれ ばな らない。⑥ の③ に関 しては,補 助金 や借入金 の保証 また は資本参加 の
形 を問わず,自 治体 か らの援助が50万 フ ランまたは援 助団体の予算 の50%を 超え る場合 につ い
て,そ の団体 は会計監査役 または団体 の長 による最新 の監査済 み貸借対 照表を提出 しな ければな
らない。 ス ユルツ ェールに よれば(21),こ の結果 は,付 属明細表 の分厚 さが膨 らむばか りで,危 険
な状況 にある民間 と合弁 の地方 公営 企業 と重要性の低 いスポーツクラブの貸借対照表が並置 され
混同 を招 きかね ないとす る。
(7)に関 しては,自 治 体 直営 の(enr6gie)営 利事 業(SPIC;servicespublicsindustrielset
commerciaux)の 会計 は,一 般会計 とは区別 して特別会計 として計上 しな けれ ばな らな い。 し
か しこのよ うな特 別会 計が,一 般会計 と密接 に結 びつ いているこ とは,自 治体が一般会計 から補
助金 の形 で特別会計 の赤字 を埋め合わせ ることか らも理解 できるであろ う。 ここに一般会計 と特
別会計 を連結 した予算 状況の総合的把握の必要性 が生 まれて くる。連結 は,一 般会計 と特 別会計
の項 目を単純 に加 算す るだ けで は評価額が過大 となる。 そのため一 般会計か ら支給 され た補助金
額 の相殺 を行 わなければな らな い。 ただ しエ ネルギー ・廃棄物処理 ・交通 ・上下水道 な どの特別
会計 は,事 業 ごとに会 計処理方法が異 なって いるがその調整 は行われない。 その意味 において こ
こで言 う連結 とは,企 業会計の本支店会計 の水準 に も満たない ものであ る㈱。
(8)に関 しては,複 数 の地方 自治体 の協力 団体(EPCI;6tablissementspublicsdecooperation
intercommunale)に おける会計 について もそれを構成す る地方 自治体 の付 属明細 表 に加 え られ

























自治体の財務指標は,地 方 自治体が自ら他の自治体 と相互比較をする材料として重要なもので
ある。 しか しスユルツェールによれば㈱,フ ランスにおいて市 ・町 ・村の分離 ・合併が頻繁に行
われる現状を考慮すると,期 間比較可能性に疑問符が付 されるのは致 し方ないことであり,そ れ
は企業の分離 ・合併によって財務諸表の期間比較が困難になることに喩え られるとしている。a
④とb③ の投資部門の粗支出額とは,地 方 自治体が有形 ・無形の固定資産を取得するために自
ら支出した金額である⑳。b② の潜在課税可能額とは,住 民税 ・宅地に関する不動産税 ・宅地以
外に関する不動産税 ・職業税という4つ の地方税の課税基準額に,そ れぞれの税における国全体
の平均税率を掛 け合わせて加算 したものである(27)。
これ らの財務指標に関 しては,内 務省から全国平均が公表され,現 在の自己水準の相対的位置
付けが容易に理解できるようにな っている。全国平均は次のようにグループ分 けがされて公表さ
れている(28)。一万人未満の地方自治体に関しては,人 口500人 未満,500人 以上2,000人 未満,
2,000人 以上3,500人 未満,3,500人 以上5,000人 未満,5,000人 以上10,000人 未満,10,000人 未満
の地方 自治体全体 と6つ のグループに分けられている。一方一万人以上の地方自治体に関 して も,







100,000人 以上300,000人 未満,300,000人 以上,10,000人 以上 の地方 自治体全 体 とい う6つ の グ
ルー プに分 け られ てい る。
皿.フ ランスの地方 自治体会計 における分析的会計の導入
今 まで はフラ ンスにおけ る地方 自治体 会計 制度の最 近 に おけ る変革 の特 色 を,主 に会 計指令
Ml4に 従 いなが ら,企 業会 計的な発 生主 義の概念に もとづ いた財務会計㈱ お よび財務 情 報開 示
の導入 とい う観点 か ら見て きた。 しか しM14に よる地方 自治体会計 の変革 は,こ の よう な財務
会計 的要素 に留 ま らず,フ ラ ンスで分析的会計(comptabilit6analytique)と呼 ばれ る管理 会
計 ・経営分析 の分野 にまで達 してい る。 この章 ではMl4に よって求 め られ て い る地 方 自治体 に
おける行政評価 の道具 としての会計報告 書に焦点を向 けて考察 を行 っていきたい。 この ような会
計的 報告 書 には損 益 計算 書 の項 目分析 的要 素 を持 つ 「経 営管 理 の ため の中 間残高 表(soldes
interm6diairesdegestion)」 お よび貸借対照表の項 目分析 的要素 を持つ 「財 政均 衡 の分析 表」
(tableaud'analyseder的uilibrefinancier)と「資金 計算 書(tableaudefinancement)」が
ある⑳。
なおフラ ンスには,支 払命令者 と会計官の分離の原則 か ら,支 払 命令者 の作成す る決算書 と会
計官が作成す る決算書 の2つ の会計書類 が作 成 され る。 前者 は行政部 門計算書(compteadmini-
stratif),後 者 は管理部 門計算書(comptedegestion)と呼 ばれ る。 この2つ の計 算書 は決算
の締切後6月1日 までに議 会に提出 され両者 の整合性の確認 と承認 が行 われなければ成 らない⑳。
管理部 門計算書 は,地 方 自治体会計の監視す る目的で 中央 の財務省 直属の会計官 によって 独自に
作成 され る。 そのため支払命令者で ある地方 自治体 の長 は 自由 に利用が困難で あ り,自 治体 自 ら
が行政評価 を行 い予算作成の資料 と して活用す るには制約 があ る。 しか しこの管理部 門計算書 と
して非常 に重要 な計算書類が作成 され る。 ゆえ にそれについて も触れ ることに した。
1.経 営管理のための中間残高表
M14に おける経 営管理のための 中間残高表は,1982年 の改訂 プラ ン ・コ ンタプル に倣 った も
ので(32),こ の表を作成 す る目的 は次の ような ものである㈹。
(1)経 常収支の状況 を構造的 に明 らかにす る
(2)運 営部門の粗余剰(exc6dentbrutdefonctionnementoumargebruted'exploitation)
の分析 によ り自治体の経営管理 が財政 に及 ぼ してい る影響 を把握す る
(29)加 藤 達 彦 稿 同 上 を 参 照 さ れ た い。
(30)P.Laurent,J-P.Paraboschi,etG.Puyo,opc鉱,P233.
(31)M14二Instructionδ244g窃 αゴ712etcoηzμαδZg!op.yet.,p.187.
(32)斎 藤 昭 雄 著 「フ ラ ンス会 計 制 康 論 一1982年 版 プ ラ ン ・コ ン タ ブル の研 究 一 』 千 倉 書 房(1988)203頁
野 村 健 太 郎 著 「フ ラ ンス企 業 会 計 』 中央 経 済 社(1990)532頁 を 参 照 され た い。
(33)P.Laurent,J-P.Paraboschi,etG.Puyo,op.cit,p.234.
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(3}自 治体の財政政策 の影響 を取 り除いて,真 の行政 コス トを把握す る
(4)変 動的で異常な非経常 的要素 を取 り除 く
運営部 門の粗余剰 とは資金 の潜在 的流出の可能性 を示 す もので ある。なぜ潜在的 な流 出の可 能
性 を示す か とい うと,減 価償却費 のよ うな支出の発 生 しない費用は控除 されて いるか らである。
その点 か ら財 政的粗余剰 は,自 治体 に とってその場 の決 済に使用 す る余裕資金 の指標 と して十分
な もの と考 え られ,負 債の償還や利息 の支 払いおよび収入 と支 出の時間的間隙か ら生 じる一 時的
な資金不足 を補 うもの にな る㈱。 それ はM14で は次 のよ うに求 め られる(35;。
運 営部 門の業 務収入(produitsd'exploitation)=税収入+補 助金+印 税 ・使用料
運 営部門 の業務支 出(chargesd'exploitation)
=人 件費+そ の他 の経費+納 付税金+そ の他 の支 出
運 営部門 の粗 余剰=運 営部 門の業務収入 一運営部門の業務支 出
運 営部 門の業務 収入 お よび業務支 出とい う分類 も,1982年 の改訂 プラ ン ・コ ンタ ブルの概 念
に近 似の ものであ る㈹。 なお経営 管理 のた めの 中間残高表 において当期 の純余剰 は次の ように求
め られ る。
金融収 支差引 き前の経常収支(r6sultatcourantnonfinancier)
=運 営部 門の粗余 剰±運営部門の会計的収支
経常収 支(r6sultatcourant)=金融収支差 引き前 の経常収支 ±金融収支
当期純 余剰(r6sultatdel'exercise)=経常収支 ±特別収支
運営部 門の会計的収 支 とは主 に減価償却 費の計上額 か ら減 価償 却引当金の取 り崩 し額 を差 引い
た ものであ る。 特別収 支 には減債 引当金 ・債務保証 引当金 ・損害 賠償 訴訟 引当金の 引当損 や取崩
額が含 まれ る⑳。
すで に述 べた ように,運 営部門 の粗余剰 は主 に負債 の償還 や利 息の支払な どに当 てるための余
裕資金 を表す。 金融費用 の支払 いに充 て られた残 りが 自己金 融額(margenetted'autofinance-
ment)と な る(38;。自己金融額が黒字 である ことは自治体財政 が健全 な証拠 で あ る。 と ころが 自
治体 の長 が議会 による不必 要な支 出に迫 られないよ うに,戦 術的 にわ ざと自己金融 額を赤字 にす
る場 合 もある(35)。しか し自己金融額の赤字 が数年 も継続 して いる場合 には,自 治体 財政 の危険信
号 が点滅 して い ると考 えて も.よい。 さて一年以上の長期 に亘 る収支 を計上 する投 資部門 は,公 債
な どの長期借入金 を除 くと,国 庫補助金や 国か らの交付金 ・交付税 な ど地方 自治体 以外か ら得 た
収入 が財源 とな り,恒 常 的に支出が収入を超過 した赤字状態 とな っている。 この赤字 額が不足財
源要調 達全体額(besointotaldefinancement)と呼ばれ る(40)。























この赤字額 がまず運営部 門か らの 自己金融額 によ って埋め られ,そ れで も足 らない分 が借入金
によ って補填 され る ことに な る。 借 入金 に よ って補填 され る不 足 分 は不足 財源 実 際要調 達額
(besoinr6eldefinancement)と呼ばれる(4Y。 しか し税収 源に余 裕 のあ る地 方 自治 体 は,'借 入
に走 る前 に この不足分 を縮小す るため に納税者 に増税を求 めるで あろ う。財源不足 のため に不足
財源実際要調達額が借入金で満 たされ ない場合 には繰延 欠 損(r6sultatreport6n6gatif)とな
り,そ の地方 自治体 の財政 の将来 に不安材料 を投 げかけ ることにな る。逆 に繰 延余 剰(r6sultat
report6positif)が 生 じて いる地方 自治体で は,不 足財源実 際要調達額 はこの繰延余剰 に よ って
埋め合わ されて いるところ もある。 この場合借入 れ財源 が不 足 していて も,そ の 自治体 の財政の
将来 には何 の問題 もないことになる。以上 のこ とを簡単 に図示す ると図1の ようにな る(42)。
2.財 政均衡の分析表
M14が 提示 す る財 政均 衡の分析 表を作成す る目的は,運 転資本(fondsderoulement)と要
運転資本額(besoinenfondsderoulement)とい う二 つ の数 値 を貸借 対照 表項 目の分 析か ら
求 め,地 方 自治体の財政の均衡状況 を吟味す る ことであ る⑯。財政均衡 の分析 表では,借 方項 目
と貸方項 目を一 年 という決済期間を基準 に長期 と短期 に区分 し,表 の上部 で長 期の運転 資本を表
の下部で短期 の要運転資本額 を求 め る。 そ して最 後 に両 者 の差額 と して手 持 資金(tr6sorerie




(44)乃 ∫4.,pp.241-242.を 参 考 に し た 。
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永久資本(capitauxpermanents)
=自 己資本(fondspropres)+引 当金(provisions)+固 定 負債(dettesfinanciさresalongterm)
運 転資本=永 久資本 一正味 資産 額(actifimmobilisenet)
ここで 自己資本 とは内部資本(fondsinternes)と その他の資本 に別れ,前 者 は積立 金 ・繰越
余剰 ・当期純余剰の合計額 および移転 可能な国庫補 助金 な どを指 し,後 者 は付加価値税 の地方配
当分(FCTVA;fondsdecompensationdelaTVA)(4:)や建築物 に課 され る間接税 であ る地方 設
備税(TLE;taxelocaledel'6quipement)(46)・建築物 の容 積率 が1を 超過 した場 合 に課 され る間
接税 である容 積率 超過 税(versementpourd6passementdePLD;plafonl6galededensit6)(47>・
土 地 占有率超過税(versementpourd⑳assementdeCOS;coefficientd'occupationdusol)(47)
な どの都市計 画税を含 む使途の特定 されていない財 源(fondsglobalis6s)や 移転 不能 な国庫補
助金 な どを指す。 引当金 とは減債引当金 ・債務保証引当金 ・損害賠償訴訟 引当金 の3つ の法定 引
当金 と リスク性引 当金 および繰延 資産の償却引当金 を指す。正 味資産額は建設 中の ものを含 めた
有形 ・無 形の固定資産 や社債発行差金 とその他の繰延 資産,出 資金 と投資株式,そ の他 の金融資
産,お よび長 期の債権 などの合計額 である。
このよ うな長期 にお ける運転資本 を分析 す る第1の 理 由は,地 方 自治体 の正味資産額が,そ の
利用期 間に対 応 した資金 によ って調達 されてい るこ とを検証 するためであ る㈲。 永久 資本 とは利
用期間が無 限な もの と中 ・長期の借入金 とい うことになる。つ ま り永久資本 は,原 則 と して正 味
資産 額 に一致 しなければな らな いことになる。現実 にも地方 自治体 における長期 の運転 資本 は構
造 的 に黒字で あ り,こ の黒字額 は設 備投資 などの利用が固定 されて いる ものに使用 され,新 規 の
借入 れに頼 らないようにす る性格 も持つ。
しか し長期 にお ける運転資本 の黒字 は,地 方 自治体 の財 政が均衡 して いるか,す なわち支払可
能性 を判 断す る必要条件で あるが十分条 件ではない。 ここに運転 資本を分析 す る第二 の理 由と し
て,短 期 の要運転資本額が それによ って補填で きるかを検 証す ることが あが って くる(50)。短期 に
お ける要運転 資本 額 とは流動資産か ら流動 負債 を差 し引いた差額 であ る。流 動資産 には固定資産
の ような安定性 がない。それ は,地 方 自治体 の運営部 門の収支循環 における物 の流れ と金の流れ
の間隙か ら生 まれ る変 動の影響 を受 ける。運営部門 の収支循環 は,公 共 サご ビスの提供 とい う地
方 自治体 の基本業務 に対応 した もので ある。
自治体 の支払可能性 とは,運 営部門の収支循環か ら生 まれ る必要 な調達資金 の変動 に左右 され
るのであ る。長期 の運転資本 は,短 期の資金調達にお いて も,流 動資産 を補 う安全弁 の役 割を果








資金を保有 しているなら,長 期の運転資本はそれで十分である。 しか し短期の借入れに無秩序で
必要以上に頼 っている場合には,運 転資本を強化 しなければな らないだろう。要するに財政均衡
を守る長期の運転資本の重要性は,短 期の要運転資本額に依存することになる。










になることは厳密には許されていない。 しかし手持ち資金に余裕のないことは,そ の地方 自治体
を借入れに走 らせることになる。
このような借入れは,そ れが一時的 ・例外的で運営部門の収支循環から生まれる必要な調達資
金に一過性の変動があったためなら,コ ス トが高くても受け入れられる余地はある。 しかしこれ






以上のことからロラン ・パラボシ ・プヨーは㈹,地 方自治体は非営利団体でありながらも経済
的なエンティティであるため,古 典的な財政的な均衡条件は遵守されるべきであるとする。短期
的な要運転資本額は必ず調達 されなければな らないものなので,大 部分が恒常的で安定的な財源
でまかなわれるべきである。 このことが,財 政均衡に必要不可欠であり,地 方 自治体の自治と支
払可能性を担保することになる。
3.資 金計算書
この計 算書 は,本 来 プラン ・コ ンタブルでは経営管理 のための中間残高表を補填す る ものであ
る。M14に お ける資金計算書 も,プ ラ ン ・コンタブルに沿 った もので あ る。 この計 算書 の作 成





定常的使途 N期 N-1期 定常的収入 N期 N一]期
1.資 産 の 取 得 1.自 己金融能力




3.自 己資本の減少 3.自 己資本の増加
4.負 債の償還 4.負 債の増加
運転資本の変動(純収入) 運転資本の変動(純使途)
(M-T.BidartetJ-C.Moraud,oヵ.c鉱,p.213.)
(emploistables)す なわち投資の状況を描写することである。第二 に,そ の期 間における投資
部門の定常的収入(ressourcesstables)す なわち自己金融能力(capacit6d'autofinancement)
の状況を描写することである。 自己金融能力とは当期純余剰 に減価償却引当金および引当金計上
額を加えた ものからその取崩 し額 と運営部門に計上 した投資助成金を差 し引いたものである。さ
らにこの計算書により,投 資資金を外部から調達したか内部から調達 したかも明 らかにできる。
図2にM14に おける資金計算書の第一部のみをあげた(53:。すでに述べたように,フ ランスに
おいては支払命令者と会計官の分離の原則から,第 二部で㈹ 分析の対象となる流動資産 と流動
負債などの対人勘定の変動額は,支 払命令者が作成す弓行政部門計算書では把握できない。それ
は,会 計官が作成する管理部門計算書でしか把握できない。支払命令者である自治体の長は,予
算の作成における資料 として,資 金計算書の第2部 で行われる分析を自由に活用することができ
ない。
このためビダール ・モローは,第2部 で行われる分析 は何の利用価値 も見出せない としてい
る㈲。 このような批判は,財 政均衡の分析表についても言える。支払命令者である自治体の長は,
運転資本の額は自ら把握できるが,流 動資産 と流動負債の額は把握できない。そのため要運転資
金額の計算は困難であり,運 転資本か らそれを控除 した手持ち資金額の分析を参考資料 として自
由に利用することはできないのである。 またビダール ・モローは,地 方 自治体は非営利団体であ
るとし,こ のような分析の意義に懐疑的である岡。 この点で地方自治体の経済性を重視 し,手 持
資金の分析を重要 とするロラン・パラボシ ・プヨーとは対照的である。
(53)ノ わf(孟,p.20f.
(54)斎 藤 昭 雄 著 同上208頁 と野 村 健 太 郎 著 同 上374頁 に プ ラ ン ・コ ン タ ブル の 資 金 計 算 書 第2部 の雛 型 が
掲 載 され て い る。Ml4に よ る もの も ほぼ これ と 同様 で あ る。
(55)M-T.BidartetJ-C.Moraudop.Wit.,p.213.
(56)Zδ ∫(1,p.212.
(391)フ ラ ン ス に お け る地 方 自 治体 の会 計 情 報 の 開 示 に 関 す る展 開31














































32『 明 大 商 学 論 叢 』 第84巻 第3号(392)




































② 地方自治体の財政 と財産状態の変動を報告す る。
(57)ル714:Instructionδμdg6`α 伽θetco〃 ψ彦α～)」¢op.(ゴ 乙,P.186.
(393)フ ラ ンス に お け る地 方 自治 体 の会 計 情 報 の 開 示 に 関 す る展 開33
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そのために具体的には貸借対照表(bilan)・ 行政 コス ト計算書(compteder6sultat)・ 付属
明細表(annexe)・ 精算表(balance)が 作成される㈹。付属明細表には固定資産の状況 ・減価
償却の状況 ・計上 された引当金の状況 ・期末における債権債務の状況 ・収益費用の見越 しと繰延
の状況について記載される。精算表としては各勘定 ごとの精算表などが掲載される。 しか し管理
部門計算書として公開されるもっとも重要な会計書類は貸借対照表と行政コス ト計算書である。
この2つ の計算書は地方 自治体の長によって作成されることはない。それは,地 方 自治体の長が
行 う会計が,単 式簿記による予算会計が中心であり,会 計官が行う記帳のみが複式簿記によって
行われていることに起因 している。人 口500人 以上の地方 自治体を対象とする貸借対照表 と行政













第2に フランスにおける予算案には従来の収入 ・支出の性格による予算の編成以外に,機 能別
に予算項 目編成 も行なわれ,そ れによる議会の採決 も可能になった。 これは,住 民の代表者であ
る議会による地方 自治体の行政評価を可能性にする一つの試みとして評価 される。 日本において






など貸借対照表項目の詳細に加えて,保 証債務など貸借対照表に現われない項 目の記載 も含まれ
ている。残念なが らフランス特有の支払命令者 と会計官の分離の原則が障害となり,本 来の意味
の貸借対照表や行政コス ト計算書は,こ の資料の中では公開されない。 しか し自治体が出資して
いる機関や企業の財政状況などの連結情報 も含 まれてお りその意義は大きい。
日本においても議会における予算審議における過程で,こ のような情報を提供する試みがなさ
れるべきであろう。 この点に関 して,地 方公共団体の総合的な財政分析に関す る調査研究会報告
では,貸 借対照表 と固定資産やその減価償却の状況に関する付属明細表の雛型が示 されている。
しかしそれ以外の注記項 目はまった く示されていない。その点か らもこの報告書は,会 計指針と
して不十分 と言われても仕方ないであろう。
第4に,フ ランスでは地方自治体が予算案に添付する情報 として,統 一 した財務指標の公表を
義務づけている。 これは,予 算の審議にあたって他の自治体 との比較を可能にし,現 在置かれて
いる財政状況を相対的に把握することを可能にした。また内務省は,こ のために自治体指標の全
(60)隅 田一豊著 「地方自治とアカウンタビリティ一 日・米 ・英の地方公会計及び監査制度の基礎一」税務
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(200Dを 参照されたい。
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国平均を人 口別に公表 している。このような点は,日 本でも地方 自治体の行政評価を本格的に行
うための基礎として必ず整備 しなければならない点であろう。
第5に,フ ランスにおける地方自治体会計の会計指針Ml4に は分析的会計を採用する提言 ま
で含まれている。これは,ど ちらかといえば営利団体向けのプラン・コンタブルで採用されてい
る枠組みをそのまま導入 したもので,非 営利団体である地方自治体にどの程度適用能力があるか
は多少疑問符が呈 されるところもある。 しか し自治体経営の効率化は,経 済資源の節約が測定基
準の第1に あげられることからも,ま った く無意味 な提言ではない。 日本において地方自治体の
行政評価を進める上で参考にするところは無 しとしないであろう。
